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ＧＤＰ速報（2020年１～３月期） 

内外需が総崩れとなり２期連続のマイナス成長 
 

 
 １～３月期の実質ＧＤＰは前期比-0.9％と、前期（同-1.9％）に続いて大幅なマイナス成長となった。 

 内訳をみると、新型コロナウイルスのまん延に伴う外出自粛により、サービス消費を中心に個人消費が

大幅に減少した。また、世界経済の急激な悪化により輸出も落ち込むなど主要項目が総崩れとなった。 

 ４～６月期は緊急事態宣言による外出自粛強化により、個人消費を中心に内需は一段と悪化する見込

み。主要国で都市封鎖が相次いだことによる世界的な景気後退を受けて、輸出も一段の悪化が不可避。 

 

１．新型コロナウイルスの影響により 2020年１～３月期は２四半期連続のマイナス成長 

本日、内閣府が発表した四半期別ＧＤＰ（国内総生産）速報によると、2020年１～３月期の実質ＧＤＰ

成長率は前期比-0.9％（同年率-3.4％）となり、２四半期連続のマイナス成長となった（図表１）。 

需要項目別にみると、個人消費は前期比-0.7％の減少となった。２月までは消費税率の引き上げに伴う

駆け込み需要の反動減からの回復がみられていたが、２月末以降は、政府・自治体の要請で外出自粛が拡

がったことによりサービス消費を中心に大きく落ち込んだ。設備投資は同-0.5％の減少となった。米中貿

易摩擦による先行き不透明感により、2019年から減少傾向にあった機械投資が一段と減少したほか、観光

や五輪関連案件による建設投資の押し上げ効果のはく落なども、設備投資の下押し要因になった。以上の

ほか、国内需要では住宅投資が、分譲住宅の着工減少等により同-4.5％と減少し、公共投資も同-0.4％と

５四半期ぶりの前期比マイナスとなった。他方で海外部門では、輸出が世界経済の急激な悪化を受けて同

-6.0％と、減少に転じた。半面、新型コロナウイルスの感染拡大により工場の休業が相次いだ中国からの

輸入が２月に急減したことなどから、輸入も同-4.9％と大きく減少した。 

 

図表１ ＧＤＰ（国内総生産）の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．１～３月期の需要項目別の動向 

（個人消費：サービス消費を中心に大幅減少） 

2020 年１～３月期の個人消費は前期に引き続き大きく落ち込んだ。２月末以降、新型コロナウイルスの

感染拡大を受けて外出自粛の動きが拡がり、サービス消費が前期比-2.3％と個人消費全体を押し下げた（図

表２）。また、暖冬の影響などを受けて、洋服などの半耐久財消費が同-5.7％と減少した。一方、外出自粛
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2020年

４～６月期 ７～９月期 10～12月期 １～３月期 ４～６月期 ７～９月期 10～12月期 １～３月期

 名目ＧＤＰ 0.3 -0.6 0.1 1.1 0.6 0.4 -1.5 -0.8

 実質ＧＤＰ 0.4 -0.8 0.6 0.6 0.5 0.0 -1.9 -0.9
 個人消費 0.2 -0.2 0.4 0.1 0.5 0.4 -2.9 -0.7
 住宅投資 -2.4 0.1 1.7 1.5 -0.3 1.2 -2.5 -4.5
 設備投資 2.1 -4.3 4.5 -0.5 0.9 0.2 -4.8 -0.5
 在庫投資（寄与度） (-0.1) (0.2) (0.0) (0.1) (0.0) (-0.3) (0.0) (0.0)
 公共投資 2.6 -2.4 -1.2 2.3 1.7 1.0 0.5 -0.4
 輸　　出 0.8 -2.3 1.6 -1.8 0.2 -0.6 0.4 -6.0
 輸　　入 0.8 -1.4 4.7 -4.5 1.8 0.7 -2.4 -4.9

注：シャドーは伸び率がマイナスの部分。ただし、輸入はプラスの部分。
出所：内閣府「四半期別ＧＤＰ速報」
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に伴う巣ごもり消費の増加などにより、食料品などの非耐久財消費は同+1.1％の増加となった。また、耐

久財消費も同+1.6％と、プラスに転じた。２月までの耐久財消費は、消費税率引き上げによる落ち込みか

らの回復基調にあったためと考えられる。なお、実質雇用者報酬の伸び率は前年比ほぼ横ばいであった（図

表３）。 

 

図表２ サービス消費が急減          図表３ 雇用者報酬の伸びは横ばい 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（輸出：中国向けが弱い、インバウンド消費は急減） 

１～３月期の輸出は大幅な減少となった。日銀の「実質輸出入」で仕向け地別の輸出動向をみると、１

～３月期は中国向けの大幅な減少（前期比-5.1％）が目立った（図表４）。新型コロナウイルスの感染拡大

を受けて、中国では春節の休暇期間の延長や都市封鎖、外出制限などの措置がとられ、経済活動が広範な

地域で停止した。その影響により資本財輸出などが大きく減少したとみられる。また、１～３月期のサー

ビス輸出は、インバウンド消費が前期比-47.3％と急減した（図表５）。新型コロナウイルスの感染拡大に

伴い世界各国で海外渡航の制限が相次いだことが響いた。 

 

図表４ 19年１～３月期は中国向け輸出が大幅減    図表５ インバウンド消費は急減 
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（設備投資：機械・建設投資が減少、ソフトウエア投資も減速） 

１～３月期の設備投資の伸びも２四半期連続で前期比マイナスとなった。経済産業省が発表した資本財

総供給指数で機械投資の動向をみると、同指数の１～３月期は前期比-2.5％となり、2017年１～３月期以

来の低水準となった（図表６）。また、同省が発表した建設業活動指数（民間企業設備）で建設投資の動向

をみると、同指数の１、２月の平均は、10～12月期平均と比べて-1.6％の低下となった。これまで建設投

資は、五輪関連案件や観光関連の建設需要に押し上げられてきた面があった。しかし、その押し上げ効果

は既にはく落しつつあるとみられ、建設投資にはピークアウト感が出てきている。さらに、同省発表の「特

定サービス産業動態統計調査」で受注ソフトウエアをみると、１～３月期は前年比+0.8％と 10～12 月期

（同+4.1％）から減速した（図表７）。ただ、2019年は消費税率引き上げに伴うキャッシュレス対応や、Ｏ

Ｓサポート終了に伴うＰＣの買い替えなどの特殊要因が、ソフトウエア投資を押し上げていたとみられる。

これを踏まえると、足元の受注ソフトウエアは底堅い動きといえよう。足元では、新型コロナウイルスの

感染拡大によりテレワークを導入する企業が急増しており、これに関連したソフトウエア投資が増加して

いると考えられる。 

 

   図表６ 機械・建設投資は大幅減少        図表７ ソフトウエア投資も減速 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．４～６月期は緊急事態宣言による自粛強化などにより一段と大幅なマイナス成長へ 

2020 年４～６月期は緊急事態宣言に伴う外出自粛強化や、世界的な景気後退により３四半期連続のマイ

ナス成長を見込む。新型コロナウイルスの感染拡大を受けて、政府は４月７日に緊急事態宣言を発出し、

16 日には当初７都府県だった緊急事態宣言の対象地域を全国に拡大した。東日本大震災が発生した 2011

年３月の東京都区部における消費支出の動きを参考に、今回の緊急事態宣言に伴う個人消費の減少見込み

額を試算すると、外出自粛の強化（４月７日～５月31日、39県は先行解除）によって、実質ＧＤＰベース

の個人消費（家計最終消費支出）が約7.2兆円落ち込む計算となる（図表８）。この影響だけでも年間の個

人消費が約2.5％下押しされ、年間の実質ＧＤＰは約1.3％減少することになる。４～６月期の内需は大幅

な縮小が避けられないといえる。また、世界各国で都市封鎖が実施され経済活動が停止したことにより、

主要国の成長率の落ち込みが顕著である。４月のＩＭＦ（国際通貨基金）の発表によれば、2020年の主要

国・地域の成長率見通しは、米国が-5.9％、中国が+1.2％、ユーロ圏が-7.5％、ＡＳＥＡＮ５が-0.6％と、

戦後まれに見る悪化が予想されている（図表９）。これを踏まえると、４～６月期の日本の輸出は急激な悪

化が不可避である。輸出の減少は一段と企業収益を下押し、雇用所得情勢も今後はさらに悪化していくと

考えられる。新型コロナウイルスの悪影響が収束したとしても、景気の本格回復には長い時間を要するこ
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とを覚悟する必要があろう。 

なお、浜銀総合研究所では 2020 年１～３月期のＧＤＰ実績を織り込んだ景気予測を近日中に発表する

予定である。 

 

図表８ 緊急事態宣言の影響               図表９ 主要国・地域の成長率見通し 
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項目 単位 数値
　　１か月当たりの個人消費額（2019年） 10億円 24,271
　　東日本大震災時の東京都区部の消費支出の前年比 ％ ▲ 14.6
　　緊急事態宣言の６都府県の宣言期間 日 54
　　緊急事態宣言の北海道、京都府の宣言期間 日 45
　　緊急事態宣言の福岡県の宣言期間 日 37
　　緊急事態宣言のその他地域の宣言期間 日 28
　　６都府県の経済規模の全国シェア（2016年） ％ 44.0
　　北海道、京都府の経済規模の全国シェア（2016年） ％ 5.4
　　福岡県の経済規模の全国シェア（2016年） ％ 3.5
　　その他地域の経済規模の全国シェア（2016年） ％ 47.1
　６都府県の個人消費減少額 10億円 -4,210
　北海道、京都府の個人消費減少額 10億円 -428
　福岡県の個人消費減少額 10億円 -228
　その他地域の個人消費減少額 10億円 -2,336
緊急事態宣言による個人消費減少額合計 10億円 -7,202
緊急事態宣言による個人消費の減少率 ％ ▲ 2.5
緊急事態宣言のGDPの下押し効果 ％ ▲ 1.3
注１：１か月当たり個人消費額は実質ＧＤＰの家計最終消費支出。

出所：内閣府「四半期別ＧＤＰ速報」、「県民経済計算」、総務省「家計調査」、
　　　首相官邸ＨＰより、浜銀総研が試算。

注２：震災時の東京都区部の消費支出は、2011年３月の家計調査における東京都区部の
　　　消費支出（2人以上の世帯、除く住宅等）。
注３：６都府県は、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、大阪府、兵庫県。その他地域
　　　は６都府県、北海道、京都府、福岡県以外の38県。
注４：震災時の東京都区部の消費支出の前年比を、１か月当たりの個人消費額に乗じて
　　　個人消費の減少額を計算した。その際、震災時の東京都区部の消費支出の減少は
　　　2011年３月11日～31日の20日間で大きく落ち込んだと想定した。そのうえで、個
　　　人消費の減少額を緊急事態宣言の地域ごとの期間の違いで調節し、同宣言による
　　　個人消費の減少額とした。

緊急事態宣言による個人消費下押し効果が2011年３月の東京都区部並みの場合


